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     工場概要 

住  所 〒587-0042 大阪府堺市美原区木材通4丁目15番 5号 

従業員数 ２９９名 

敷地面積 本 工 場 １６２４８㎡(工業専用地域) 

 東 工 場  ６７１７㎡(準工業地域) 

 

       事業概要 

事業内容 農業用機械部品(油圧機器、その他精密機械部品)の設計及び製造と販売 

主要製品 RTV900 搭載用 HST 一体型ミッション、コンバイン・トラクター・

田植機・建機用コントロールバルブ、トラクター・田植機・コンバイン・

モア用ギアポンプ、ブルトラ用油圧シリンダー本体、油圧モーター、ト

ランスミッション 他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工場変遷 

昭和22年(1947) 旭産業㈱設立 

昭和 48年(1973)  旭産業㈱よりクボタ精機㈱に社名変更 

昭和 49年(1974)  （株）クボタ宇都宮、筑波工場向け部品供給のため、子会社関東ク

ボタ精機㈱を設立 

平成 12年(2000)  事業構造改革元年と位置付け、HST*1事業を立ち上げた。 

平成 13年(2001)  建設機械用油圧モータ、2002年度はKMA社*2向けバルブ事業

を受注し、2003 年度トランスミッション、2004 年度はポンプ

事業に進出し、油圧機器専業メーカとして、事業構造改革、企業体

質強化に全社をあげて強力に推進している。 

平成 13年(2001) 資本金を3億円から4.8 億円に増資した。 

平成 18年(2006) 売上げ２００億円を突破。 
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平成18年(2006) ７月 ISO取得キックオフ宣言 

平成 19年(2007) ＩＳＯ ９００１・ ＩＳＯ １４００１Ｗ認証取得（LRQA 

JAPAN） 

平成 20年(2008) 大阪労働基準連合会より安全部門優良賞の表彰を受ける 

大阪府無事故・無違反チャレンジコンテストにより自家用部門銅賞

を受賞 

           ７月２４日 連続休業災害０件として５,０００日を達成 

平成 2１年(2009)  小型・中型コンバイン用HST一体型トランスミッション生産開始 

平成 2２年(2010)  1 月・ISO9001・ISO14001 移行・更新（LRQA JAPAN） 

 

*1: ＨＳＴ ＝ 静油圧無段変速機（Ｈｙｄｒｏ Ｓｔａｔｉｃ Ｔａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ） 

*2: ＫＭＡ ＝ Ｋｕｂｏｔａ Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ ｏｆ Ａｍｅｒｉｃａ ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 
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環境方針 
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ISO14001認証取得活動状況 

 

平成１８年 ７月 ３日  小笠原社長によるキックオフ宣言 

平成１８年 ７月１４日～１５日  内部環境監査員教育受講 

平成１８年 ７月～１２月  環境マニュアル等書類整備 

平成１９年 １月１２日～１３日  予備審査（ロイド社） 

平成１９年 ２月１３日～１４日  ステージ１審査（ロイド社） 

平成１９年 ３月１４日～１６日  ステージ２審査（ロイド社） 

平成１９年 ３月２０日  認証取得（№ YKA 4003899） 

 ISO14001:2004／JIS Ｑ14001:2004  

平成１９年１０月 ４日～５日  第１回 定期審査 

平成２０年 ４月 ８日  第２回  定期審査 

平成２０年１０月 ７日～８日     第 3回 定期審査 

    平成２１年 ４月１７日       第 4回  定期審査 

    平成２１年１０月１５日～１６日   第５回  定期審査 

平成２２年 １月２５日～１月２７日  第 1回  更新審査 

    ISO14001推進体制 
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    環境パフォーマンス 

産業廃棄物の管理 

１．産業廃棄物の管理方法 

㈱クボタの環境情報管理システム（ＫＥＤＥＳ）により、廃棄物管理を確実にす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．産業廃棄物の処分量推移 

 

廃棄物名 単位 ２００６（Ｈ１８） ２００７（Ｈ１９） ２００８（Ｈ２０） ２００９（Ｈ２１）

雑介類（ごみ） ｔ 54 ０ ０ ０

廃油水 ｔ 348.8 ４１４.０ ３８２.０７ ２７７.８７

汚泥 ｔ 19.2 19.１３ 1５.８２ 1３.７５

建設廃材 ｔ 0 0 0 0

プラスチック類 ｔ 35 ５８.４３ ６０.６３ 43.12

ガラス類 ｔ 0 ２.２ ０.０ ０.０

処分量計 ｔ 457.0 ４９３.８ ４５８.５２ ３３４.７４

粗付金額（百万円） ５,８７８ 5,６０４ ４,６６５ ４,０６２

処分量／粗付金額 t/百万 0.078 0.0８8 0.0９8 0.0８２

前年度比（原単位） ％ 91.8 1１２.８ 1１１.４ ８３.７
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省エネルギー活動 

【省エネルギー、温室効果ガスの削減】 

平成１７年度にエネルギー使用量が年間３,０００Kl 以上の工場として、エネルギー

管理指定工場第１種の指定を受け、省エネルギー対し削減が義務づけられ、中期計画（３

ヶ年）を毎年前年比１％（原単位）の削減計画を提出し推進している。 

 

 

 

 

 

 

等の活動をエネルギー管理表で毎月のエネルギー使用量を管理し、原油換算/粗付金

額の前年比が１％削減されているかどうかチェックしている。 

 

 

１）エネルギー管理表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・スイッチ箇所に節電のフレートを貼付。 

・休憩時間完全消灯の実施を継続。 

・室内温度の適正管理。（夏 28℃・ 冬 20℃） 

・エアコンフィルターの清掃管理を徹底。 

・コンプレッサーの点検管理を徹底。（始業前） 

・吐出圧、使用端圧の低減。 

・水銀灯→ Hf 蛍光灯へ（８0KW／ｈ低減に挑戦） 
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２）エネルギー使用量の推移 

 

エネルギー名 単位 ２００６（Ｈ１８） ２００７（Ｈ１９） ２００８（Ｈ２０） ２００９（Ｈ２１）

電気 ＫＷ 13,589,115 13,610,221 12,392,161 10,558,486

都市ガス ㎥ 663,311 667,716 623,050 421,103

ガソリン Ｌ 7,700 7,161 7,259 6,878

軽油 Ｌ 10,036 8,305 7,069 2,933

灯油 Ｌ 96 18 18 0

エ
ネ
ル
ギ
ー
名 

ＬＰＧ ㎥ 3,728 4,123 4,336 3,990

原油換算 ＫＬ 4,174 4,211 3,854 3,161

粗付金額 百万円 5,878 5,605 4,665 4,062

原油換算／粗付金額 Kl/百万 0.710 0.751 0.826 0.778

原
単
位 

対前年度比 ％ 102.6 105.8 110.0 94.2

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総エネルギー投入量（原油換算）
ガソリン

0.19%
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0.09%
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0.00%
ＬＰＧ

0.33%
都市ガス

15.47% 電気

83.92%

総投入量（ＫＬ） 

3,161 

原油換算量（KL）及び粗付金額（百万）

5,753 5,878 5,605
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化学物質の管理 

１．化学物質の管理方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．化学物質の年間使用量（Ｋｇ） 
 
 

【２００９年度 化学物質管理表】 
           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１）原材料・薬品等使用許可登録台帳 

未配布

（L)

PR001 20060612 スーパーUDT クボタ純正オイル 油性 作動油 有 出光興産 阪堺石油 200 32,400 第４石 No No No No No

PR002 M80B クボタ純正ギャオイル 油性 作動油 有 新日本石油 阪堺石油 200 31,000 第４石 No１６９ 鉱油 90 No No No No

PR003 DTE　２４ 工業用潤滑油 油性 作動油 有 エクソンモービル 阪堺石油 20 4,900 第４石 No１６９ 鉱油 100 No No No No

PR004 SHT　３２ ニューレックス 油性 コンプレッサー油 有 エクソンモービル 阪堺石油 200 48,000 第４石 No１６９ 鉱油 100 No No No No

PR005 D１１０ エクソール 油性 洗浄油 有 エクソンモービル 阪堺石油 20 4,200 第３石 No No No No No

No 対象物質名 含有量含有量 No 対象物質名 含有量対象物質名 含有量 No 対象物質名No 対象物質名 含有量 No含有量 政令番号 対象物質名 含有量対象物質名 含有量 政令番号 対象物質名政令番号 対象物質名 含有量 政令番号購入先 購入単位 単価 消防法種別 主用途 メーカー名許可No 許可年月日 品番 品名

物質　１ 物質　１ 物質　２ 物質　３ 物質　４物質　２ 物質　３データーシート有無 物質　５

（例）１～１０％の場合、最大値１０％を登録する。

物質　４

ＰＲＴＲ法含有物質及び最大含有量

原材料・薬品等使用許可登録台帳
労働安全衛生法通知対象物

登録時単価(参考）

配布年月日 2006/12/15

文書番号・版 723-0001-1　初版

配布番号

２）油類購入管理台帳 

H１８年度

（L)
製品Ｎｏ 品番 品名 種別 購入先 購入単位 単価 購入量 購入金額 購入量 購入金額 購入量 購入金額 購入量 購入金額 購入量 購入金額

PR001 スーパーUDT クボタ純正オイル 油性 阪堺石油 200 32400 14400 2332800 13400 2170800 13600 2203200 10000 1620000 13000 2106000

PR002 M80B クボタ純正ギャオイル 油性 阪堺石油 200 31000 400 62000 400 62000 400 62000 400 62000 400 62000
PR003 DTE　２４ 工業用潤滑油 油性 阪堺石油 20 4900 160 39200 120 29400 240 58800 80 19600
PR004 SHT　３２ ニューレックス 油性 阪堺石油 200 48000

PR005 D１１０ エクソール 油性 阪堺石油 20 4200 1000 210000 340 71400 1200 252000 1400 294000 1200 252000

（新規採用又は変更する場合、化学物質使用申請書で承認を得ること。）
油類購入管理台帳

４月度 ５月度 ６月度 ７月度 ８月度
注）購入金額集計は契約時見積金額及びドラムでの購入金額の為、変動有

各物質毎に１トンを超えると届出 

（発ガン物質は０．５トン） 

P
R
T
R
法

第
一
種
指
定
化
学

物
質
名
他

第
一
種

指
定
化
学

物
質
と
し
て
の
取

扱
量

P
R
T
R
＋
大
阪

府
条
例

大
阪
府
条
例

（kg/年） （kg/年） （kg/年）
３７物質 ＶＯＣ規制

 ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル 0.0 0.0
ほう素 147.1 147.1
２－アミノエタノール 74.2 74.2
トルエン 675.0 675.0 675.0
スチレン 142.4 142.4 142.4

 クロム及び３価クロム化合物 0.0 0.0
液状エポキシ樹脂 715.6 715.6
キシレン 642.2 642.2 642.2
エチルベンゼン 214.5 214.5 214.5

 １，３，５－トリメチルベンゼン 0.0 0.0
 フタル酸ビス－２－エチルヘキシル 0.0 0.0

ＨＣＦＣ－２２５ 4.4 4.4
二硫化モリブデン 1.5 1.5
銅水溶性塩 0.0 0.0
ピクリン酸 0.0 0.0
フタル酸ビス 0.0 0.0
グルタルアルデヒド 0.0 0.0
セロソルブアセテート 0.2 0.2 0.2

 フタル酸ブチルベンゼン 0.2 0.2

ｎ-ヘプタン 16.1
エタノール 3,395.7
ブタン 2,069.8
２－シアノアクリル酸エチル 6.9
ナフタリン 8.0
ヘキサン 0.8
酢酸エチル 1.5
ノナン 0.0
メチルエチルケトン 1.4

3,386.6 7,180.1 18,949.6
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３．Ｈ２１年度取扱量届出 

 

・第１種化学物質排出量等届出書 

・管理計画書                          堺市に届出提出 

・化学物質管理目標決定及び達成状況届出書（VOC・ﾄﾘｴﾀﾉｰﾙｱﾐﾝ） 

 

        【化学物質管理フロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

天然資源枯渇の低減 

・紙の消費量を前年比５％削減に対し4.6％削減ができた。 

   （ミスプリント・ミスコピーの再利用、イントラネットを活用したペーパーレス化） 

・グリー購入法に基づく購入の推進 

    再生紙導入率 100．0％  

    （再生紙の導入は、定着。） 

グリーン調達率 90.2 % グリーン調達ガイドラインによる 

※ ＶＯＣ    Volatile Organic Compounds

※ ＫＥＤＥＳ  Kubota  Ecology  Data  E-System
     （クボタ環境情報管理システム）

化学物質使用調査依頼 「化学物質使用調査表」

（原材料・使用数量等）

提　出

管　理

「化学物質使用調査表」

・「第一種指定化学物質一覧」（ＰＲＴＲ法）
・「大阪府独自選定物質（規制物質、管理物質）」
・揮発性有機化合物（ＶＯＣ）に該当する物質

管理化学物質リスト

「化学物質使用調査表」

化学物質管理計画書の届出

「原材料・薬品等化学物
質使用許可登録台帳」

「毒物及び劇物取締法による
  毒物及び劇物の種類」

「原材料・薬品等化学物
質使用許可登録台帳」

配　布

化学物質使用部門環境・安全衛生課

新規・変更・廃止時

「化学物質使用申請書」
（新規・変更・廃止時）

使用３０日前に提出

有害性の評価
法規制対応状況
登録の有無
取扱方法及び管理の妥当性
安全衛生
環境管理

     内 容
     確 認

安全管理者へ

「化学物質使用申請書」
（新規・変更・廃止時）

登　録

使用量管理
（KEDES入力システム）

「成
分
表
」・「Ｍ
Ｓ
Ｄ
Ｓ
」等
に
基

づ
き
教
育
の
実
施

取扱量　１トン
発ガン物質０．５トン

排出量・移動量、取扱量等の届出

目標及び目標達成状況の届出

以　上

緊急事態発生時の措置

登　録

承　認
返　却 「化学物質使用申請書」

最新版として追加・削除

届出義務

以　下

届出時期：毎年4/1～9/30
　　　　ＰＲＴＲの届出は4/1～6/30

届出時期：毎年4/1～9/30

届出時期：緊急事態発生時期

届
出
不
要

返　却

「成分表」・「ＭＳＤＳ」添付

「成分表」・「ＭＳＤＳ」・サンプルを添付

「成分表」・「ＭＳＤＳ」を添付

（大阪府）

取扱量　：　①ＰＲＴＲ制度の対象となる第一種指定化学物質
　　　　　　　②揮発性有機化合物（ＶＯＣ）
　　　　　　　③大阪府の独自指定物質（２４物質）
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目的・目標の達成状況 

 

（2008/04/01～2010/03/31） 

  単位 目  標 実  績 達成率 評価 備     考 前年比

エネルギー消費量（原単位）の低減 

       （前年比  １％ 低減） 
Kl/億円 95.59 77.84 122.8% ◎ 目標値は前年比△１％ 94.2%

産業廃棄物の低減 

       （前年比 ０.２％ 低減） 

千円 

t 

10,120

458.2 

7,632

334.7 

132.6%

103.38%

◎ 

◎ 
目標値は前年比△５％ 

57.8%

72.9%

紙の納入量を低減 

       （前年比  ５％ 低減） 
㎏ 3,924.3 3,935.3 99.7% ○ 目標値は前年比△５％ 95.3%

社用車の燃料使用量を低減 

       （前年比  ５％ 低減） 
㍑ 6,896 6,878 100.3 ○ 目標値は前年比△５％ 94.8%

※ 自己評価の基準 ◎：目標超過達成 ○：目標達成 △：目標概ね達成 ▲：目標未達成 
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環境関連法との対応状況 

 

大気管理状況 

当社として、大気汚染の特定管理施設は無く、大気汚染の管理の必要はありませんが、

当社の社用車ステッカーを貼付ポスターを掲示しアイドリングストップ運度を展開し

ています。 また、当社工場に出入りする協力会社の輸送用トラック等については、協

力会社へ「環境保全活動への協力依頼」をし、アイドリングストップ運度を展開してい

ます。 

H21.1.1 から、自動車ＮＯｘ・ＰＭ総量削減計画に伴い大阪府流入車規制が施行。

当社車輌をはじめ当社工場に出入りする協力会社の輸送用トラック等について、適合車

輌のシールにより、管理の徹底を継続実施。 

 

水質管理状況 

排水処理施設としての特定管理施設はありませんが、工場内から排水する所に油水分

離槽を設置し、油分をシャットアウトすると共に、ノルマルヘキサン及びＰｈ測定管理

を徹底し、排水管理をしています。 

 

騒音・振動管理状況 

今年度、１２月に集塵機を堺市騒音条例の届出施設として追加申請。 

振動発生施設は無く、コンプレッサー・マシニングセンタ・ＮＣ旋盤等の騒音発生施

設からの騒音に対し、平成２１年９月に、敷地境界線７ヶ所で昼夜の測定を実施した結

果、規制基準値をクリアしていました。 

 

有害化学物質 

当社で使用している化学物質の原材料・使用数量を化学物質使用量調査により調査し、

ＰＲＴＲ法及び毒劇法による指定化学物質を確認して成分表及びＭＳＤＳ（製品安全デ

ータ）を入手し、台帳で管理しています。 

大阪府条例により、揮発性有機化合物（ＶＯＣ）に該当する主な物質、大阪府の独自

指定物質（２４物質）大阪府化学物質適正管理指針による管理物質等を『化学物質管理

台帳』により管理し、「第１種化学物質排出量等届出書」・「管理計画書」・「化学物質

管理目標決定及び達成状況届出書（VOC・ﾄﾘｴﾀﾉｰﾙｱﾐﾝ）」等の届出を堺市に提出し、使

用量の削減に向けて取り組んでいます。 

 

【ＰＣＢ管理】 

コンデンサー（３基）をＨ２０年１２月に日本通運（株）の厳重な梱包・輸送により、

日本環境安全事業（株）により適正に処分を完了しました。 

また、微量ＰＣＢの取扱について指導があり、使用中の変圧器及びコンデンサーのメ

ーカーに確認した結果、事務所用動力変圧器に２．１ｍｇ/ｋｇの含有が確認され、注

意書き等を明示し、管理しています。 
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【微量ＰＣＢ混入変圧器設置状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【製品の型式等】 

１．製造者名：㈱ダイヘン 

２．定格又は容量：３φ７５ＫＶＡ 

３．製造番号：Ｐ５９８３０３１ 

４．微量ＰＣＢ混入量：２．１［ｍｇ/ｋｇ］ 

 

環境に関する苦情・要望について 

環境に関連する苦情・要望に関しては、発生しておりません。 

 

危険物取扱について 

現在、貯蔵量の関係から工場棟毎に、少量危険物取扱所として消防署に申請しており

ますが、洗浄用のスプレー缶（第４類 第１石）を工場内で使用している場所が見受け

られます。そのため、貯蔵量を超えないよう工場棟の建屋外に『少量未満危険物保管庫』

を設置し、違法のないように油量を管理しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意事項等表示内容 

キュービクル外観

変圧器 設置状況 
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環境コミュニケーション 

 

地域の皆様との交流 

1) 大阪木材工場団地協同組合 役員会(3回) 

2) 美原防災協会 防災研修会 参加（１０／２９） 

3) 大阪木材工場団地協同組合  消防訓練参加（１２／３） 

4) 美原防災協会 防災研修会 参加（2／１） 

5) 美原危険物部会 役員会 参加（３／１７） 

 

地域美化活動 

・クボタｅプロジェクトの参加 

２００９年８月３日に社会貢献活動の一環として、（株）クボタが農業用水をき

れいに保つよう、全国の河川清掃ボランティア活動が実施されました。 

当社も社会貢献活動の一環として、石川（大阪府富田林市）の河川清掃に参加。 

 

 

 

 

 

 

・全社マナーアップ作戦として工場周辺の清掃活動 

（冬季を除く年７回実施） 

  実施日 実施職場 参加人数

1 4月２２日 業務部、営業部、購買部 ４４ 

2 5 月２７日 製造１課（11-1～11-5） ２４ 

3 6 月２４日 製造１課（10-2～10-4） ３７ 

4 ７月２２日 製造２課（11-6、10-6、14-1、16-1） ３２ 

5 9 月 ２日 業務部、品質保証部、生産技術課 ２９ 

6 9 月２３日 製造３課（12-5、12-6、12-8、12-9）トナミ ３８ 

7 10月１５日 製造２課（12-1、12-2、12-3、12-4） ２０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府富田林市 
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環境リスクマネジメント 

緊急事態対応手順（火災）に従い実際に訓練をすることで、この手順の検証をすると

共に問題点の抽出を行ない、設備点検や必要なメンテナンスを確実に実施しています。 

 

火災の発生を想定し、避難及び初期消火活動の部分訓練を実施 

万一の危険物事故の発生を想定し、被害を最小限に抑えるための対応手順を定め定期

的に対応訓練を実施しています。 

 

 場内で新入社員を対象に、危険物事故の発生を想定し、水消火器を用いて消火器の実射訓練を実施 

（0９/１２/４訓練を実施） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災が発生したのを想定して通報・避難及び消火訓練 

 

0９/０２/２６に通報・避難・消火訓練（消防総合訓練） 

火災が発生したと想定し、 

消防署への通報 ～ 初期消火活動 ～ 避難訓練の総合訓練を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エンジンポンプ車に

よる作動テスト 
エンジンポンプ車に

よる放水テスト 
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【避難状況】 

避難グループ毎に安否状況を確認 

安否状況を対策本部に報告 

【工場内での消火訓練状況】

消火栓及び消火ホースを使用した消

火訓練 

消火器による初期消火訓練状況 
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      環境マネジメントシステムフロー 

 

社　　長 ＥＭＳ管理責任者
製　　　　造　　　　部

製造第１課 製造第２課 製造第３課 生産技術課 物　流　課 営　業　課 開　発　課 生産管理課 品質保証課 購　買　課 管　理　課 労　務　課
協力会社

開　　発　　営　　業　　部 品質保証部 購　買　部 業　　務　　部

                                  環境影響評価（分析調査）

環境影響評価（ラインアンケート） 　　　　　　　                         環境影響分析シート （Ｉ／Ｏ方式）

作業・工程の分析表

                           著しい環境側面一覧【部門】　作成（策定）著しい環境側面一覧【部門】　作成（策定）

著しい環境
側面一覧
（全社）

環境目的・
目標一覧
（全社）

環境マネジメントプログラム【部門】　作成（策定）

環境
マネジメント
プログラム

（全社）

承認
作成

環境マネジメントプログラム【部門】報告書

環境マネジメントプログラム（全社）報告書

作成

見直し

見直し

見直し

承認

承認

実
施
・運
用

実
施
・運
用

　ＥＭＳプロセスフロー

作成

協力依頼

内
部
環
境
監
査
（外
部
審
査
）

報　告

９８１－０００１　付表－４（第４版）

報　告

見直し

作成

環
境
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
（98

1
-
0
0
0
1

）

承認

役員部長会・部門長会議・全員朝礼により周知

　

                              環境マネジメントプログラム（全社）　
測
定
管
理
基
準
一
覧
表

順守評価

環　

境　

・
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
委
員
会

環境方針

社外に開示

環
境
影
響
評
価
登
録
規
定
（72

1
-
0
0
0
1

）

緊
急
事
態
へ
の
準
備
及
び
対
応
規
定
（72

1
-
0
0
0
8

）

環
境
影
目
的
・目
標
設
定
規
定
（72

1
-
0
0
0
3

）

環
境
関
連
法
規
制
登
録
規
定
（72

1
-
0
0
0
2

）

環
境
関
連
設
備
管
理
規
定
（72

1
-
0
0
0
7

）

環
境
監
視
・測
定
管
理
規
定
（72

1
-
0
0
0
9

）

環
境
情
報
管
理
規
定
（72

1
-
0
0
0
5

）

内
部
環
境
監
査
規
定
（72

1
-
0
0
1
1

）

不
適
合
及
び
是
正
・予
防
処
置
規
定
（72

1
-
0
0
1
0

）

環
境
文
書
管
理
規
定
（72

1
-
0
0
0
6

）          　
　
　

   

環
境
教
育
・
訓
練
規
定
（72

1
-
0
0
0
4

）
環
境
会
議
規
定
（72

1
-
0
0
1
2

）

廃
棄
物
処
理
要
領
（72

2
-
0
0
0
1

）　　
　
　
　
　
　
　
　
　

化
学
物
質
管
理
要
領
（72
3
-
0
0
0
1

）　　
　
　
　
　
　
　
　
　

エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
要
領
（72

4
-
0
0
0
1

）

関　連　規　定　等

環
境
方
針

報　告

環
境
関
連
法
・
条
例
・そ
の
他
要
求
事
項
一
覧
表　

作
成

環境・安全衛生課

環
境
関
連
法
・条
例
・そ
の
他
要
求
事
項
確
認
表

環境マネジメントプログラム【部門】　作成（策定）　　

環境目的・目標一覧（全社）配布

環境目的・目標一覧【部門】　作成（策定）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                   　　著しい環境側面一覧（全社）

環
境
関
連
施
設
一
覧
表

手順見直し

特定した緊急事態の手順による訓練（テスト）

教　

育
・　

訓　

練

緊
急
事
態
特
定

環境目的・目標一覧【部門】　作成（策定）

環境マネジメントプログラム【部門】報告書　　

不適合及び是正予防処置

外　部　コ　ミ　ュ　ニ　ケ　ー　シ　ョ　ン（苦情・要望）

マネジメントレビュー（役員部長会＝経営者見直し会議）　４月・１０月に実施



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〒587-0042 

大阪府堺市美原区木材通４丁目１５番４号 

製造部 環境・安全衛生課 
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